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第2 　「建築条件付土地」の問題点
1 　 契約内容に関する問題点
（1）　「建築条件付土地」の売買の場合は、①一定の

期間内に建物の建築工事請負契約を締結するこ
とを条件とすること、②①の請負契約を締結し
なかったとき、又は建築をしないことが確定し
たときは土地売買契約は解除となること、③土
地売買契約が解除となったときは、売主は既に
受領している手付金等の金員全額を買主に返還
すること及び売主は本契約の解除を理由として
買主に損害賠償又は違約金の請求はできないこ
と、という約定がなされるはずである。そして、
業者は売買契約に先立って、顧客に対し上記①
～③の各条項について説明を行い、顧客に対し
交付する重要事項説明書にもこの各条項を記載
しなければならない（宅建業法35条）。

（2）　そもそも「建築条件付土地」の販売の場合、本
来は買主が自由に建築業者を選べるところを、
土地売主が「建物建築は自己又は自己の指定す
る建築業者でなければならない」という制限を
加えていることになる。

この点は、独占禁止法19条の「不公正な取引
方法」のうちの「抱き合わせ販売」に抵触する可
能性があるとの指摘がなされており、公正取引
委員会も、「当該宅地建物取引業者の市場にお
ける地位、宅地建物の需給の状況等を踏まえて、
公正な競争を阻害するおそれがある」場合には、
独占禁止法違反になることを認めている（平成
15年3月18日付不動産公正取引協議会連合会か
らの照会に対する回答）。消費者の自由な選択
権を保護する観点から、上記①～③の条項が求
められると言える。

2 　 広告の問題点
「建築条件付土地」の広告を行う場合の表示につ

いては、「不動産の表示に関する公正競争規約」第
6条が細かく規定している。

（1）　まず、取引の対象が「建築条件付土地」である
ことが明示されなければならず、「建売住宅」と
誤認されるような広告は許されない。例えば、

「建築条件付土地」の販売であるにもかかわら
ず、「新築一戸建」「新築分譲」というように広
告に表示することは、消費者が「建売住宅」と誤
認する広告と言えよう。

（2）　また、請負契約を締結する期限がいつかや、
前項でふれた②③の各条項についても、広告で
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第1 　「建築条件付土地」とは
1 　「建築条件付土地」の販売とは、土地売主が自己

又は自己の指定する建築業者と、一定期間内に建
物を建築する契約を結ぶことを条件として土地を
販売するものをいう（（財）不動産適正取引推進機
構「不動産売買の手引」24頁）。契約は、土地の売
買契約と建物の請負契約をそれぞれ締結すること
になる。

2 　これに対し、「建売住宅」とは、建物を売主であ
る宅建業者が自己の企画と責任においてあらかじ
め建築し、又は引渡時期までに建物を完成させて、
土地と建物を一体として販売するものをいう（上
記「不動産売買の手引」同頁）。契約は、土地建物
の売買契約のみである。

3 　「建築条件付土地」の販売と「建売住宅」との最も
大きな違いは、自由に買主の希望する住宅を建て
ることができるか否かという点にある。すなわち、

「建売住宅」の場合は、既に業者において建物の建
築確認を受けているため（宅建業法36条）、間取り
や仕様等を買主が変更することはできない。しか
し、「建築条件付土地」の販売の場合は、建物につ
いては別途請負契約を締結することになるため、
間取りや仕様等を買主が自由に決定できる「注文
住宅」となる。

このように、両者には大きな違いがあるにもか
かわらず、その違いを正確に理解して取引してい
る消費者は少ないのではないだろうか。業者が「建
築条件付土地」の販売を行う背景には、建物建築
後の販売不振というリスクを回避できるというメ
リットがあるためと推測されるが、その一方で消
費者に対しては正確な説明が行われないために、
最近では「建築条件付土地」にまつわるトラブルが
増加しているようである。

本稿では、「建築条件付土地」の法的問題点、こ
れを購入する場合の注意点を整理してみたいと思
う。
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明示されなければならないとされている。請負
契約を締結する期限については、土地購入者が
自己の希望する建物の設計協議を行うために、
必要な相当の期間を設けることが必要とされて
いる。通常、「3か月以内」とする業者が多いよ
うである。

（3）　建物の設計プランについても、間取図ととも
に設計プランが表示されている広告が多く見ら
れるが、この設計プランは一例であって、土地
購入者が当該プランを採用するかは自由に決め
られることを表示しなければならない。また、
当該プランに係る建築代金並びにこれ以外に必
要となる費用の内容及びその額を表示すること
が求められており、土地との「セット価格」のみ
が記載されているような広告は許されない。

3 　 契約締結時期の問題点
（1）　「建築条件付土地」を購入した場合、その後建

物について業者と設計協議に入ることになる
が、設計協議に入って初めて、オプション料金
がかさんで予算内に収まらない、「フリープラ
ン」と聞いていたのに希望する間取りや仕様が
できない、といった問題が起こってくる可能性
がある。その場合、建物請負契約を締結する前
であれば、1項で述べたとおり、土地売買契約
を解除することができるので、既に支払った手
付金等の金員全額の返還を求めることができ
る。

（2）　ところが、「建築条件付土地」の売買契約と、
建物請負契約とを同時に締結してしまえば、1
で述べた③の条項が仮に契約書に記載されてい
たとしても、全く無意味となり、支払済みの金
員の返還を受けることができなくなってしま
う。

よって、業者から「土地と建物は一緒に契約
してもらうのが決まりだ。」などと言われても、

「建築条件付土地」の売買契約と建物請負契約と
を同時に締結することは絶対に避ける必要があ
る。

4 　 その他の問題点
「建築条件付土地」の場合は、建物については請

負契約となるので、宅地建物取引業法で定められ
ている手付金や違約金の上限額（売買代金の2割以
内）の規制（宅建業法38条）が適用されない。よっ
て、業者が上限なく自由に違約金等を定めること
が可能となる。

また、取引により損害を受けた場合でも、建
物請負契約の場合は、原則として、宅建業法に
基づいて宅建業者が供託している営業保証金又
は弁済業務保証金から弁済を受けることができ
ないというデメリットもある。

第3 　実際に「建築条件付土地」が問題となった裁判例
1 　公刊物を探しても、「建築条件付土地」が問題と

なった裁判例は多くない。そのうち名古屋高裁平
成15年2月5日判決（最高裁判所ホームページに掲
載）を紹介する。

　2 　名古屋高裁平成15年2月5日判決
（1）　地裁判決を入手することができなかったた

め、詳細な経緯は不明であるが、高裁判決から
わかる事案の概要は次のとおりである。

本件は、建築条件付土地の買主が売主に対し、
建物請負契約不成立により土地売買契約が解除
となったとして、土地売買契約の特約に基づき、
支払済みの手付金200万円の返還を求めた事案
である。

売主の広告には、公正競争規約の規定通り、
「この土地は、土地売買契約後3か月以内にAと
住宅の建築請負契約を締結していただくことを
条件に販売します。この期間中に建築しないこ
とが確定したとき、あるいは建築請負契約が成
立しない場合、土地売買契約は白紙となり受領
した金銭は全額無利息にて返却します。」との記
載があった。しかし、土地売買契約と同時に、
建物の工事価格や建坪面積のみを定めた簡易な
契約が締結されたため、土地の売買契約書には
かかる記載がなかった。そこで、売主は、広告
の上記記載は契約内容になっていないなどと主
張して、手付金の返還について争った。

（2）　しかし、裁判所は、広告の上記記載は、「建
築条件付土地」の販売が「独占禁止法に抵触しな
いために顧客を保護する重要な意義を有するも
のであり、本件土地売買契約の契約書に明記さ
れていないとしても、本件土地売買契約の契約
内容となっているとみるべきである」と述べて、
売主の主張を排斥した。また、建物に関する工
事価格や建坪面積のみを定めた簡易な契約が締
結されただけでは、建物請負契約はいまだ成立
したとは評価できないとした。そのうえで、広
告文言の記載を適用して、裁判所は買主の請求
を全面的に認めるに至った。建物に関する簡易
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な契約が土地売買契約と同時に締結されていた
点については、裁判所は「もし仮に売主が広告
文言の適用を避けることを意図して建物契約締
結に至ったのであれば、詐欺的行為と言わざる
を得ない」と指摘している。

（3）　「建築条件付土地」の売買において、買主に
とっては、土地の売買契約と建物の請負契約を
同時に締結するメリットは何もない。よって、
2つの契約が同時に締結されていた場合には、
買主に正確な説明は行われず、業者の詐欺的な
意図が認定できるはずである。本判決は、この
ような認識に立ったうえで、業者の違法性を的
確に認めた判決である。

第4 　まとめ
現在、広告に関しては、「建築条件付土地」の販

売であるにもかかわらず、その表示を全くせずに、
「新築一戸建」などと表記する極めて悪質なケースは
減っているようである。

しかし、冒頭でも述べたが、「建売住宅」との違い
や「建築条件付土地」の問題点を正確に認識しないま
ま、土地の売買契約と建物の請負契約とを同時に締
結してしまうというケースは多々存在していると思
われる。

思わぬ被害に遭うのを防ぐためにも、「建築条件
付土地」を購入する場合には、売買契約を締結する
前に、住宅の設計協議を行うための十分な期間が設
定されているか、建物請負契約が成立しなかった場
合は土地売買契約も解除されることが契約書に明記
されているかを、必ず確認したい。そして、土地売
買契約と建物請負契約は、同時に締結することがな
いように注意したい。


